第Ⅲ講座－第２課題
人事院勧告制度の全体像と課題について
１．人事院勧告制度の仕組みと問題点
※「2013給与勧告制度の仕組みと本年のポイント」参照のこと
（１）給与勧告の対象職員は
（２）給与勧告の手順は
（３）民間給与との比較方法
　　○　月例給与－ラスパイレス比較方式
　　　※　役職段階（８つの区分）、勤務地域（７つの区分）、学歴（４つの区分）、年齢階層（16歳から2歳刻み60歳まで）に区分して、それぞれの国公、民間の平均給与額を算出し、国公の構成員数存在したものとして、国家公務員、民間事業所の従業員の給与総額を算出して比較を行う。
　　○　一時金－事業所ごとの平均支給月数の加重平均
※　前年の8月から当年の7月までに支給された特別給（年末、期末、夏季などの手当）の総額を当年４月の事業所における平均給与額で除して、平均支給月数を算出し、全ての事業所についての加重平均を求めて、現行支給月数と比較を行う
（４）給与勧告から確定までの流れ
　※　地方公務員の給与改定手順を参照のこと
　自治労は12月議会前の11月中下旬を賃金確定闘争の山場に設定して、その年の賃金確定闘争を取り組んでおり、その年の賃金闘争の最大の山場として位置づけている。
　　道本部は、人事院勧告についてはあくまでも「参考指標」と位置づけており、自治体職員の賃金・労働条件の決定は、労使間の交渉において決定するとした原則のもとで闘争体制を構築している。人事院勧告及び国家公務員給与に機械的に準拠することを方針化していない。
（５）人事院勧告制度における課題は
　①　公務員労働者における労働基本権制約の代償措置とされながら、職員あるいは職員団体の意見等を踏まえる仕組みとはなっていないことが最大の問題点といえる。
②　また、人事院の調査対象企業が従前は従業員100人以上の規模であったが、2006年勧告より従業員50人以上に一方的に引き下げられたため、各地域においてその影響が強く出てきている。
③　さらに、時の政府の意向を踏まえて、公務員給与制度の検討を行うことが常となってきており、2006年からスタートした給与構造改革が終了してわずか２年で新たな制度改革を行う表明するような人事院はもはや労働基本権制約の代償機関とはいえない。
　※　2009年リーマンショック時の６月一時金0.2月凍結勧告や2011年一時金の改定見送り、2013給与制度の総合的見直し報告など
２．自治体職員の給与水準はどうなっているのか
（１）総務省が2013年度の地方公務員給与実態調査を公表（2014年3月25日）
　　○　ラスパイレス指数
　　平成25年４月１日現在　　１０６．９（前年度１０７．０　△０．１）
　　給与改定・臨時特例法による国家公務員の給与減額措置が内とした場合＝参考値
　　　　　　　　　　　　　　　 ９８．８（前年度９８．９　　△０．１）
（２）道内市町村のラス指数
　　平成25年４月１日現在　　１０４．３（前年度１０３．５　＋０．８）
　　給与改定・臨時特例法による国家公務員の給与減額措置が内とした場合＝参考値
　　　　　　　　　　　　　　 　９６．４（前年度９５．６　　＋０．８）
３．給与水準の比較に使われるラスパイレス指数とは
（１）自治体のラスパイレス指数の算出方法
　　学歴別、経験年数別に区分した職員数や平均給与額をそれぞれ国、自治体ともに算出し、職員構成を国に合わせた際に得られる給与費総額を比較して、国を１００とした場合に対象の自治体でいくらかということで表現する。
　　
（２）ラスパイレス指数の問題点
　①　平均給与額に地域手当（異動保障含む）、広域異動手当、本府省業務調整手当
